
　社会資本総合整備計画 事後評価書
計画の名称 大規模地震に対する都市の防災性向上

計画の期間   平成２７年度 ～   平成３１年度 (5年間) 重点配分対象の該当

交付対象 名古屋市

計画の目標 名古屋市においては、東海・東南海・南海３連動地震等の最大級地震の発生にともない、市街地大火による延焼や大規模盛土造成地の滑動崩壊により、市民の生命に関わる被害が生じることに加え、ライフラインの停滞、避難や消防・救助活動が

困難になるなど甚大な被害の発生が懸念されている。

このため、早急に防災上重要な避難路の沿道建築物の不燃化を促進し、延焼遮断帯の形成をすることで市街地の延焼防止機能を確保するとともに、大規模盛土造成地の変動予測等による造成宅地の耐震化を推進し、避難路・宅地の安全確保を行う

ことにより、大規模地震に備えた市域における防災性の向上を図る。

全体事業費（百万円） 合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）               1,543  Ａ               1,536  Ｂ                   0  Ｃ                   7  Ｄ                   0 効果促進事業費の割合Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）      0.45 ％

番号

計画の成果目標（定量的指標）

定量的指標の定義及び算定式

定量的指標の現況値及び目標値

当初現況値 中間目標値 最終目標値

（H27当初） （H31末）

   1 都市防災不燃化促進事業（広小路線地区）　耐火率７０．０％（平成２７年度）

耐火率の算出 61% % 70%

耐火率（含む準耐火建築物）＝（耐火建築物＋準耐火建築物×0.8）÷（耐火建築物＋準耐火建築物＋耐火・準耐火建築物以外の建築物）

   2 都市防災不燃化促進事業（東郊線地区）　耐火率７０．０％（平成３０年度）

耐火率の算出 65% % 70%

耐火率（含む準耐火建築物）＝（耐火建築物＋準耐火建築物×0.8）÷（耐火建築物＋準耐火建築物＋耐火・準耐火建築物以外の建築物）

   3 第一次スクリーニングにおいて抽出された大規模盛土造成地において、滑動崩落のおそれのある箇所の確認・調査に着手する。

635箇所の大規模盛土造成地において第二次スクリーニング調査の優先度決定し、第二次スクリーニング調査に着手する。 0% % 100%

備考等 個別施設計画を含む － 国土強靱化を含む － 定住自立圏を含む － 連携中枢都市圏を含む － 流域水循環計画を含む － 地域再生計画を含む －

1 案件番号： 0000237621



A 基幹事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 H27 H28 H29 H30 H31 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

市街地整備事業

A13-001

都市防災 一般 名古屋市 間接 民間 － － 都市防災不燃化促進事業

（広小路線地区）

建築費助成　広小路線地区（

４．２ｋｍ）

名古屋市  ■         466 －

A13-002

都市防災 一般 名古屋市 間接 民間 － － 都市防災不燃化促進事業

（東郊線地区）

建築費助成　東郊線地区（４

．８ｋｍ）

名古屋市  ■  ■  ■  ■       1,011 －

A13-003

宅地耐震 一般 名古屋市 直接 名古屋市 － － 宅地耐震化推進事業（東

部丘陵地）

大規模盛土造成地の変動予測

調査　６３５箇所

名古屋市  ■  ■  ■  ■  ■          59 －

 小計       1,536

合計       1,536

1 案件番号：  0000237621



C 効果促進事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 H27 H28 H29 H30 H31 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

市街地整備事業

C13-001

都市防災 一般 名古屋市 直接 名古屋市 － － 防災まちづくりの推進 業務委託：市街地の課題と対

策の検討

名古屋市  ■           2 －

都市防災不燃化促進事業と関連し、防災道路沿道を含めた都市防災施設の整備状況を踏まえて、市街地の被災状況を想定した上で事前に地区ごとの市街地の課題を明らかにして防災対策を検討できる

。

C13-002

都市防災 一般 名古屋市 直接 名古屋市 － － 防災道路沿道整備検討調

査

八熊線、志段味田代町線、新

出来町線等

名古屋市  ■           5 －

都市防災不燃化促進事業と関連し、後背市街地を含めた防災道路沿道における整備状況について調査を行うことにより、避難路の整備をすることができる。

 小計           7

合計           7

1 案件番号：  0000237621



事　後　評　価

○事後評価の実施体制、実施時期
事後評価の実施時期

公表の方法

○事業効果の発現状況

定量的指標に関連する
交付対象事業の効果の発現状況

定量的指標以外の交付対象事業の
効果の発現状況（必要に応じて記述）

○特記事項（今後の方針等）

名古屋市

事後評価の実施体制

0000237621案件番号：

令和２年８月～１１月

名古屋市HP上にて公表

広小路線、東郊線の沿道区域において、耐火建築物等の建築を行う者に対し建築費用の一部を助成することによって、火災から
の避難者の安全性及び大火を停止させる延焼遮断帯としての機能確保に寄与した。

避難者の火災からの輻射熱に対する安全性の視点から、建物の高さ、後背市街地の耐火建築物の状況、道路幅員等を考慮した詳
細な調査を実施したところ、現在の実績値でも耐火率70％を達成した場合と同等の機能を有していることがわかった。

【都市防災不燃化促進事業】
目標耐火率70％には達成しなかったが、耐火率70％を達成した場合と同等の市街地大火の防止機能及び住民の避難の安全性を確保する機能を有することが調査で確認
できたため、都市防災不燃化促進事業は終了する。
【宅地耐震化推進事業】
引き続き、大規模盛土造成地の調査を実施していく。



○目標値の達成状況

番号
指標（略称）
目標値／実績値 目標値と実績値に差が出た要因

 1

耐火率（広小路線地区）

最　終
目標値

70%
主に木造建築物が耐火建築物に建替えられることにより、区域内の耐火率が上昇するが、計画期間内における建替えが進まなかったため、目

標値70％には達しなかった。

最　終
62%

実績値

 2

耐火率（東郊線地区）

最　終
目標値

70%
主に木造建築物が耐火建築物に建替えられることにより、区域内の耐火率が上昇するが、計画期間内における建替えが進まなかったため、目

標値70％には達しなかった。

最　終
68%

実績値

 3

第二次スクリーニング調査に着手

最　終
目標値

100%
計画期間中に国のガイドラインが改定され、635箇所すべての現地踏査が必要になったこと等から全体スケジュールの見直しが必要となり、目

標である第二次スクリーニングの着手まで至らなかった。 なお、計画期間中に実施する全行程の80％に相当する第二次スクリーニング調査の

優先度の決定まで終了した。

最　終
80%

実績値

1 案件番号：0000237621


